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１業務概要

１．１業務の名称

大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム構築及び運営業務（以下「本業務」という。）

１．２目的
平成２６年度の道路法改正により、橋梁などの構造物の近接目視による点検とあわせて、施設の点検・診断結果の記録・保存が義務化された。

都市基盤施設を効率的・効果的に維持管理するため、健全度に応じた計画的な修繕と併せ、施設の点検・診断結果や補修履歴といったデータを継続的に蓄積し、一元的に管理しながら、施設の予測や補修対策の検討に活用していくことが重要である。

本業務は、客観的な分析に基づく補修対策の検討など、より一層、予防保全のレベルアップを図るために、大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム（以下「本システム」）の構築を行うものである。
システム化の対象とする分野は、「道路（モノレール含む）、河川・砂防、海岸、港湾、公園、下水道（管渠のみ）」に関する「土木施設」及び「設備」とする。
本システムは、大阪府および43市町村を対象としたものである。
１．３基本方針
　本システムは、「維持管理データの一括管理」、「計画策定支援」及び「現場における業務効率化」を目的として、共有システムと３つのサブシステム（長寿命化計画サブシステム、現地調査サブシステム、台帳データ作成支援サブシステム）から構成される。

大阪府では、日常的な維持管理はＣＡＬＳシステムにより運用されているが、本業務では計画的維持管理の分野を実現するためのシステムを構築するものとする。ＣＡＬＳシステム内の、計画的維持管理に関する一部データについては、本業務で構築する本システムへデータ移行するものとする。
また、市町村と連携して、府内市町村も利用可能なシステムとすることにより、府域全体の維持管理のレベルアップを図るものとする。
　システム運営は、民間事業者が運営するインターネットデータセンターを利用した運用を前提として、システム構築するものとする。

一部分野（道路・港湾等）については、平成27年度大阪府地域維持管理連携プラットフォーム支援業務委託に従い、先行して開発、仮運用（平成２９年度から）をし、大阪府及び市町村の確認を受けながら、検証･システム修正をし、他分野の開発を順次すすめるものとする。なお、公園、設備分野については、点検の共通フォームの提供をうけ、その内容を整理したうえでシステムを整備する。
なお、システム開発は、必要に応じ学識経験者と相談の上、実施するものとする。
　
システム詳細設計・構築（全分野）　：　平成３０年３月まで（本業務内）
　・共有システム

　・長寿命化計画サブシステム

　・現地調査サブシステム

　・台帳データ作成支援サブシステム

システム仮運用（道路、港湾）　：　平成２９年４月～平成３１年３月(本業務内)
システム仮運用（河川、公園、海岸、下水）　：　平成３０年４月～平成３１年３月（本業務内）
システム検証・システム修正（全分野）：平成２９年４月～平成３１年３月（本業務内）

システム本運用（全分野）　：　平成３１年４月～（本業務外）
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１．４調達範囲

本仕様書で求める要件及び機能を実現するためのシステム詳細設計、システム開発、データセットアップ作業及びシステムを本運用で使用するインターネットデータセンターで仮運用させ、検証・システム修正し、本運用可能な状態にするまでを本調達の範囲とする。

具体的には、以下の作業について、受託者は大阪府と十分協議したうえで行うこととする。

なお、本仕様書に基づく設計過程で明らかになる詳細要件については、原則、受注者において対応すること。

(1) プロジェクト管理

・プロジェクト管理計画書の策定

・進捗管理表の策定
・課題管理表の策定
(2)詳細設計

・本仕様書に示す仕様に基づき、システム開発を行うこと。

・ハードウェア設計、ネットワーク設計も含む

（詳細設計には移行設計や運用設計を含む）

(3) プログラム開発（プログラム設計、製作、単体テスト）
・共有システム開発　

・長寿命化計画サブシステム開発

・現地調査サブシステム開発
・台帳データ作成支援サブシステム開発
(4) 結合テスト及び総合テスト

(5) データ初期設定及びデータ移行

(6) インターネットデータセンターでの仮運用（平成２９年４月～平成３１年３月）
・システム開発・運用するうえで必要となるソフトウェア（ミドルウェアも含む）の調達

・システム運用するうえで必要となるハードウェア（開発・検証機器を含む）の調達

・本運用を前提としたインターネットデータセンターの調達
・仮運用期間中のシステム運用、保守
(7)利用ライセンス

・共有システム開発　：　同時１００ライセンス

・長寿命化計画サブシステム開発　：　合計５ライセンス

（※パソコンの調達費用は本業務に含まれない）

橋梁（府版）　：　１ライセンス

橋梁（国版）　：　１ライセンス

モノレール　：　１ライセンス

道路舗装　：　１ライセンス

港湾（鋼構造物対象）　：　１ライセンス
(8) 仮運用テスト環境の整備（データの整備と検証を含む）

(9) 仮運用テスト支援（実施計画書、手順書などの作成を含む）
(10) 仮運用時のシステム改修またはパッケージ改修
(11) 操作説明会の実施
(12) 仮運用期間のコールセンター設置、窓口対応
(13) 指定するドキュメントの作成

(14) 上記(1)～(13)の付帯作業
１．５納入期限

本システムの構築及び運用に関わる成果品については、「６ 納入関係」に従って、以下の期限までに納めること。

平成２９年３月末

・システム詳細設計書（道路・港湾・海岸・公園）　　・共有システム（ポータルサイト・GIS・道路・港湾）

・長寿命化計画サブシステム（道路・港湾）　　・台帳データ作成支援サブシステム（道路・港湾）

平成３０年３月末

・システム詳細設計書（河川）　　・共有システム（海岸・公園・下水）
・現地調査サブシステム　　・台帳データ作成支援サブシステム（海岸・公園・下水）
平成３１年３月末

・共有システム（河川）　　・台帳データ作成支援サブシステム（河川）

１．６スケジュール

	実施項目
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度
	適用

	システム詳細設計
	
	
	
	道路・港湾・海岸・公園
河川

	共有システム開発
	
	
	
	ポータルサイト・GIS・道路・港湾
海岸・公園・（下水）
河川

	長寿命化計画
サブシステム開発
	
	
	
	道路・港湾

	現地調査サブシステム開発
	
	
	
	

	台帳データ作成支援サブシステム開発
	
	
	
	道路・港湾
海岸・公園・（下水）
河川

	仮運用
	
	
	
	道路・港湾
海岸・公園・下水
河川


※システム仮運用中の改修（点線部分）は、本業務に含まれるものとし、随時おこなうこととする。
※データセンターは平成２９年３月から本格的に使用することとする。
１．７その他

本業務実施に不可分な構成要素があれば、その旨を企画提案審査資料に記述し、本業務の入札価格に含めること。
２システムの概要

２．１システム化の目的

本システムは、大阪府及び府内市町村における「維持管理データの一括管理」、「計画策定支援」及び「現場における業務効率化」を目的として構築する。

２．２システム概要図
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２．３システムの対象施設

本システムで扱う対象施設は、下記のとおりとする。
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　　　　　　：下水道は管渠の空間情報とその概要のみを整備
２．４システム利用想定場面及び利用者数
	構成要素
	利用場面
	利用者数

	共有システム
	日常業務にて毎日
	大阪府本庁職員
大阪府土木事務所職員
市町村職員

	長寿命化計画サブシステム
	長寿命化計画策定時
（1年に1回～数年に1回）
	大阪府本庁職員
市町村職員

	現地調査サブシステム
	現地調査時
（毎日～数日に1回）
	大阪府土木事務所職員
市町村職員

	台帳データ作成支援システム
	台帳データ成果品作成時
（1年に1回）
	大阪府発注業務
市町村発注業務


２．５システム化の対象範囲

本システムは、共有システム及び３つのサブシステムから構成される。

共有システムとは、府及び市町村の関係部署職員が、日常的に自席のパソコンからインターネット回線を通じてアクセスし、維持管理にかかわる各種台帳情報、地図情報の検索、閲覧、入手を簡易に実施するためのシステムである。共有システムのシステム要件は次のとおりである。

	構成要素
	利用形態
	システム要件

	全体
	府及び市町村の関係部署職員が、日常的に自席のパソコンからインターネット回線を通じてアクセス（同時に複数者がアクセス）し、情報の検索、閲覧、入手を簡易に実施する。
	· 本設計書に指定する要件を装備していること
· データセンターを利用した構築が可能なこと
· インターネット回線を利用したシステムとすること
· Webブラウザのみ（ノンプラグイン方式）で稼動するシステムであること
（通信プロトコルはhttp及びhttpsのみ）
· ユーザ認証及びSSL認証をおこなうこと
· 同時接続端末数は当初100台とするが、ライセンスは1台単位で追加が可能なこと
· 機能拡張が可能な連携インタフェースを装備していること

	　ポータルサイト
	
	· ユーザＩＤ・パスワード認証により、対象ユーザごとに設定した情報を設定できること
· 認証情報を保持した状態でＧＩＳ、台帳管理、計画支援、要望苦情管理、ノウハウ管理の各種機能を利用できること

	　台帳管理
	
	· 府及び市町村が今後５年間利用することを想定した数量の施設データ（台帳・点検情報等）の管理が可能なこと
· 府及び市町村で共有、府のみ、各市町村のみ、府及び市町村の各課のみなど、データの閲覧・利用対象を柔軟に設定可能なこと
· ＧＩＳと連携して位置情報からの検索、台帳から位置情報の呼び出しができること

	　計画支援
	
	· 府及び市町村が今後５年間利用することを想定した数量の計画情報の登録・履歴管理が可能なこと

	　要望苦情管理
	
	· 市町村が今後５年間利用することを想定した数量の要望苦情の登録・管理が可能なこと
· システム運用開始後に、利用範囲を府関係課及び土木事務所に拡張する可能性があるため、これを考慮し構築すること

	　ノウハウ管理
	
	· 府及び市町村が今後５年間利用することを想定した数量のノウハウ集の登録・管理が可能なこと

	ＧＩＳ
	
	· 府及び市町村が今後５年間利用することを想定した数量のレイヤ及び関連データ搭載が可能なこと府及び市町村で共有、府のみ、各市町村のみ、府及び市町村の各課のみなど、レイヤの閲覧・利用対象を柔軟に設定可能なこと
· 一般社団法人全国地域情報化推進協会の準拠登録製品（ＧＩＳユニット）であること


サブシステムは、長寿命化計画サブシステム、現地調査サブシステム、台帳データ作成支援サブシステムの３つとする。
長寿命化計画サブシステムとは、府及び市町村の関係部署職員、長寿命化計画を受託した事業者が、長寿命化計画策定時（１年～数年に１回程度）、自席のパソコンまたは専用パソコン上で利用するシステムである。長寿命化計画サブシステムのシステム要件は次のとおりである。

	構成要素
	利用形態
	システム要件

	長寿命化計画サブシステム
	府及び市町村の関係部署職員、またはセンター職員、長寿命化計画を受託した事業者が、長寿命化計画策定時（１年～数年に１回程度）、自席のパソコンまたは専用パソコン上で利用する。
同時に複数者が利用することはない。
	· 本設計書に指定する要件を装備していること
· Windowsパソコンのスタンドアロン環境で利用が可能なシステムであること

· 橋梁（府版）、橋梁（国版）、モノレール、道路舗装、港湾（鋼構造物対象）を対象として、それぞれについて１ライセンスずつ開発するものとする。
· システム稼動に必要となる各種プログラム、環境ファイルを一式で配布できる仕組みとすること
· 利用者ライセンスの管理ができること（複製による不正利用ができない仕組みとする）




現地調査サブシステムとは、府及び市町村の関係部署職員が現地で専用モバイル端末を利用し、台帳情報の閲覧や現地写真の取得などをおこなうシステムである。現地調査サブシステムのシステム要件は次のとおりである。
	構成要素
	利用形態
	システム要件

	現地調査サブシステム
	府及び市町村の関係部署職員が現地で専用モバイル端末で利用する。
	· 本設計書に指定する要件を装備していること
· Android OSのモバイル端末（Wi-Fiモデル）で利用が可能なシステムであること
· システム稼動に必要となる各種プログラム、環境ファイル、データを一式で配布できる仕組みとすること
· ユーザ認証ができること（セキュリティ管理ができる仕組みとする）
· 利用者ライセンスの管理ができること（複製による不正利用ができない仕組みとする）


台帳データ作成支援サブシステムとは、台帳データ作成業務を受託した事業者が、業務成果の作成の際に利用するシステムである。台帳データ作成支援サブシステムのシステム要件は次のとおりである。
	構成要素
	利用形態
	システム要件

	台帳データ作成支援サブシステム
	台帳データ作成業務を受託した事業者が、業務成果の作成の際に利用する。
	· 本設計書に指定する要件を装備していること
· Windowsパソコンのスタンドアロン環境で利用が可能なシステムであること
· システム稼動に必要となる各種プログラム、環境ファイルを一式で配布できる仕組みとすること
· 利用者ライセンスの管理ができること（複製による不正利用ができない仕組みとする）


３システム機能要件

３．１機能要件

３．１．１共有システム

共有システムには、ポータル、ＧＩＳ、計画支援、要望苦情管理（市町村向け）、台帳管理及びノウハウ管理機能を備えるものとする。

詳細な機能要件は、別紙「大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム機能要件一覧」を参照。

３．１．２長寿命化計画サブシステム

長寿命化計画サブシステムは、予測計画型維持管理を対象とする。

長寿命化計画サブシステムは、長寿命化計画策定、帳票出力等の機能を備えるものとする。
詳細な機能要件は、別紙「大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム機能要件一覧」を参照。

３．１．３現地調査サブシステム

現地調査サブシステムは、台帳管理、ＧＩＳ、検索、情報登録、共有システムとの連携等の機能を備えるものとする。

詳細な機能要件は、別紙「大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム機能要件一覧」を参照。

３．１．４台帳データ作成支援サブシステム

台帳データ作成支援サブシステムは、台帳登録、共有システムとの連携等の機能を備えるものとする。

詳細な機能要件は、別紙「大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム機能要件一覧」を参照。
４システム非機能要件

４．１品質・性能要件

４．１．１基本要件

(1) 操作性

パソコンの習熟度がさまざまである職員が利用するシステムとして、操作の統一性、操作の容易さなどユーザビリティを確保したものであること。

(2) 安定稼働性

成熟した製品や技術を採用し、安定稼働を図ること。

耐障害性の高い構成とするとともに、障害発生時の問題判別や回復が容易なシステムとすること。

(3) 長寿命性

業界標準的な技術、及び、安定したサポートが受けられる製品を採用することで、業務期間に留まらず、長期にわたって利用できるシステムとすること。

(4) 保守性

組織改編や制度改正等の業務要件の変更や、OS バージョンアップ等の基本ソフトウェアの変更が起因となるシステムの改修が局所化され、最小の費用で対応が可能となること。また、画面や帳票において、ロジック等に関わらない文言の修正などが経済的にもより容易に修正可能となること。

(5) 拡張性

将来的な利用増やアクセス増加に伴う負荷の増加、容量の増加、セキュリティの強化に対し、容易に拡張・改善が可能なシステム構成上の柔軟性を確保すること。

４．１．２性能要件
(1)レスポンスタイム

共有システムのレスポンスタイムは、一般的なインターネット環境（30Mbpsベストエフォート）で、100件程度の台帳システム検索・表示、地図移動・拡大・縮小等の任意の操作を行った場合、3秒以内である割合が80％以上であること。ただし、システムの起動時間、各メニューの初期表示は除く。

（2）利用者数

共有システムについて、最大１００名が同時利用すると想定し、支障なくシステムを利用できること。

４．２セキュリティ要件

４．２．１基本要件

(1) 大阪府情報セキュリティポリシーに基づくセキュリティ対策を行うこと。

(2) 情報セキュリティ上、問題を発生させるおそれのある機器及びソフトウェアを使用しないようにすること。

(3) 既知のセキュリティホールやバグ等については、すべて対策を講じること。

(4) セキュリティ上の脅威が検知された場合に、運用担当者に通知できる仕組みを構築すること。

(5) 大阪府情報セキュリティポリシーに基づいて、受託者が実施する具体的な対策の手順を定めた以下のような「実施手順書」を大阪府と協議して策定すること。

・守秘義務の履行方法

・個人情報保護の徹底方法

・大阪府から貸与する資料等の管理方法

・データを外部に持ち出す場合の手順

４．２．２利用者管理

(1)利用者の管理

利用者登録した者以外の利用ができないように権限を管理できること。

(2)登録権限設定

権限のない者による各種情報へのアクセスやデータの改ざんができないように、適切なアクセス権限の設定ができること。

４．２．３ウイルス対策

必要に応じてコンピュータウイルス対策等、適切な不正プログラム対策ができるようにすること。

※システム構築にMicrosoft Windows を利用する場合、大阪府が運営するウイルス対策管理サーバー（ シマンテック社 Symantec Protection Suite Enterprise Edition）を利用してもよい。

４．２．４不正アクセス対策

(1) ユーザ認証等、適切な不正アクセス対策を講じること。
(2) 特に以下に定める事項を満たすこと。

ア クロスサイトスクリプティングやＳＱＬインジェクション等の既知の攻撃に対して対策を行うこと。

イ URL に付随するパラメータ値については、容易に推測できないようにすること。

(3) ネットワーク不正侵入の検知と防止対策を施すこと。

(4) 本システムで使用する通信プロトコル及び通信ポート以外での接続、データ通信を不可能とし、不正な接続及びデータ通信を検知し、ログを習得する仕組みを構築すること。

４．２．５WEB改ざんの防止と検知
(1) ＷＥＢページを構成するファイルが不正改ざんされていないかどうかをチェックすることが可能であること。

(2) 不正改ざん時には、改ざんのあったことを速やかに大阪府に通知する仕組みを構築すること。

４．３情報システム稼動環境要件

４．３．１全体構成

本システムの全体構成は次のとおりである。


[image: image5]
４．３．２インターネットデータセンター要件
本仕様書で求める要件を満たすように機器設計・調達し、以下の要件を満たすデータセンター（ＤＣ）に設置するものとする。
	種類
	要件

	立地要件
	立地場所
	· 日本国内に立地していること。

	
	アクセス
	· 最寄りの公共交通機関の駅、停留所から徒歩１０分程度の距離に所在すること。

	
	津波・河川の氾濫等水害
	· データセンターの建物、敷地の位置で、平成24年3月31日内閣府発表の海岸付近最大津波が到達しても、受変電・非常時電源施設が、浸水することがないように対策が講じられていること。また、河川の氾濫等の水害についても、同様に対策が講じられていること。

	施設要件
	情報セキュリティマネージメントシステム
	· JIS Q 27001 又は ISO/IEC 27001 に基づく認証を取得していること。

	
	耐震設備
	· 新耐震基準に適合した建物であること。
· 震度６強の地震に耐えうる耐震又は免震構造の建物であること。
· 震度６強の地震に対してもデータセンターの設備（空調設備、電源設備など）に影響を受けず、継続利用が可能であること。
· 耐震構造の場合、サーバー室内は床免震の敷設又はラック免震装置の設置がされていること。

	
	耐火設備
	· 建築基準法に規定する耐火の建物であること。
· 建築基準法、消防法に規定する非常用設備が有すること。

	
	電力・電源設備
	· 電源は、複数系統で受電し、冗長化対策が講じられていること。
· 受変電設備の法定点検や工事等は、サーバー機器等を停止せずに行えること。
· 電力会社からの電源供給に障害が発生することを想定し、予備電源として、十分な電源容量を持つ自家発電装置及び無停電電源装置を保有していること。
· 自家発電機に切替わるまでの間、瞬断することなく、無停電電源装置により電源を供給することができること。
· 自家発電設備は、給油なしに連続して24 時間以上運転でき、その使用中であっても燃料補給により継続運転が可能であること。
· 自家発電設備にかかる燃料が、燃料供給会社と優先供給契約するなど確実に供給されること。

	
	空調設備
	· 空調設備は、サーバー室全体の熱を冷却する十分な能力を持ち、冗長化されていること。
· 24 時間365 日連続して運転が可能であること。
· 水冷方式の空調設備の場合には、漏水対策を講じ、断水となった場合でも24 時間以上継続運転が可能であること。
· 情報システムが安定して稼働できるよう、サーバー室内の温湿度が適切に調整されていること。

	
	セキュリティ設備
	· 建物の入館口からサーバー室までの間で、有人警備及びIC カード、生体認識装置の入退管理設備による入退室管理が24 時間365 日実施されていること。
· 入退室者の履歴を12 か月以上記録すること。大阪府の求めに応じて閲覧が可能なこと。
· ラック鍵についてはデータセンターから持ち出さない運用とすること。受注者がラック鍵の管理を行い、あらかじめ登録されている者に対して入退室時に、ラック鍵の受け渡しを行うこと。
· サーバー室の不正入室を防ぐため、共連れ防止対策がなされていること。
· サーバー室内にラック等で死角が発生しないように、監視カメラを設置し、室内全体や出入口を24 時間365 日の監視、記録、保存を行うこと。また、監視カメラによる記録データ（画像データやその日時など）は、最低3 か月保存していること。大阪府が記録データの閲覧を求めたときは、閲覧が可能なこと。
· サーバー室の出入口はできるだけ少なくし、常時利用する出入口は１ヶ所であること。
· サーバー室には、原則窓が設置されていないこと。窓が設置されている場合には、外部から侵入できないように格子などを設置し、かつ外部から内部が見えないようにすること。
· 機器搬入口は専用口とし、データセンター担当者又は警備員立会いの下、入館セキュリティを保つこと。

	
	サーバー室
	· サーバー室は、一般の事務室、電源室等とは、独立したスペースであること。
· 建築基準法に基づく、独立した防火区画であること。
· 火災の予兆を検知できるシステムが設置されていること。
· 他室又は他階からの漏水防止策を講じていること。
· 機器に対し外部からの電磁波の影響を受けにくい環境であること。
· 床構造はフリーアクセス床（二重床）であること。床耐荷重700kg/㎡以上であること。床高400mm 以上であること。


４．３．３システム利用クライアント環境

（1）既存職員端末機であるパソコンから利用できること。

（2）クライアントにソフトウェア等のライセンスが必要にならないようにすること。

大阪府職員端末等の標準仕様

ハードウェア仕様

	項目
	摘要

	CPU
	Intel Core i3-2330M (2.20GHz)

	メモリ
	4GB

	ハードディスク
	250G SATA 5.4krpm

	光学ドライブ
	DVD-ROM

	ディスプレイ
	15.6inch TFT 液晶(1,366×768)

最大表示色 1,677 万色

	外部接続端子
	ＵＳＢポート ５

ミニD-sub15 ピン

HDMI

Ethernet端末10BASE-T/100BASE-TX/1000BASE-T 対応

	PC カードスロット
	Type1/2


ソフトウェア仕様

	項目
	摘要

	OS
	Windows 7 SP1 Enterprise(32Bit)

	ブラウザ
	Internet Explorer 11 (JavaScript は利用可能)

	ソフトウェア実行環境
	Microsoft .NET Framework4 Client Profile

Silverlight

Java ﾗﾝﾀｲﾑJRE 6.x.x

Adobe Flash Player 11

	ウイルス対策ソフト
	Symantec Endpoint Protection

	Office スイート
	Microsoft Office 2010 Professional Plus

	ビューア
	Adobe Reader X

Fuji Xerox Docuworks Viewer Light7.0

一太郎ビューア

	印刷ユーティリティ
	FinePrint6 Pro


４．３．４ネットワーク環境
（1）現行の府庁ＬＡＮ（本府の職員用ネットワーク環境）は、次のとおりである。

	項   目
	回線速度
	回線種別

	拠点間回線
	DC のインターネット回線
	30Mbps 帯域保証
	情報発信用（WEB）

エクセレントIDC

	
	
	100Mbps×２

ベストエフォート
	職員利用

USEN

	
	本庁－DC
	10Gbps×２
	ダークファイバ

ケイオプティコム

	
	DC－出先事務所等
	府立iDC :1Gbps

咲洲 ：1Gbps

大規模出先 :100Mbps

小規模出先 :10Mbps
	IP-VPN

ケイオプティコム

	端末回線
	100BASE-TX（全二重）
	


（2）ネットワークの効率化の妨げとなる、冗長なトラフィックを発生しないこと。

４．４開発要件

４．４．１ソフトウェア開発及びシステム導入等

(1) ソフトウェア開発

スクラッチ方式であるか、パッケージのカスタマイズであるかは自由な提案とし、機能要件等を満たすようにシステム開発すること。なお、開発前もしくは開発中に、機能要件一覧及び本業務で追加検討した要件定義・詳細設計にもとづき、プロトタイピング（モックアップ手法）を取り入れたシステム開発をおこなうものとする。
(2) システム導入

本システムの構築・稼働のために必要なソフトウェア（パッケージソフト、各種ミドルウェア・ツール等）については、その全てのソフトウェア製品のライセンス取得を行い、本システムとともにインストール等、所要の設定を行うこと。

(3) 環境設定

本システムの導入に当たり、職員端末等の設定変更等を伴わない提案が望ましいが、設定変更等を要する場合は、職員端末等及び関連するシステムの動作に悪影響を及ぼさないものであること。

なお、設定変更等に係る詳細は、別途、契約後、大阪府と協議を行うこととする。

４．４．２プロジェクトの管理
受託者は、大阪府が予定している構築開始日に従い、契約後速やかに次の内容からなる実施計画書を大阪府に提示し、承認を受けること。また、実施計画書を変更する場合においても同様とする。

・作業実施体制と連絡方法

・受発注者の役割分担

・作業工程表

・打ち合わせ（定期報告）方法

・仕様確認、確定手続

・懸案事項や課題の管理方法

・進捗管理方法

・品質確保の方法、性能を担保する方法

・検収方法

４．４．３品質管理

システムの品質を維持するため、本業務を担当する都市整備部事業管理室事業企画課（以下、「担当課」という。）及び関連システムを所管する所属又は関連システムの受託業者と、本システムの受託者との間で開催される本業務に関する打ち合わせに係る記録については、受託者において、その都度書面にて記録し、大阪府と受託者の双方間で確認をとること。

また、品質保証するために十分なテストを行うこととし、そのテスト結果を大阪府に報告すること。

４．４．４関連システムとの調整

本システムの設計・開発を進めていくうえで必要となる大阪府の関係所属及び関連システム受託業者との調整用資料等のための基礎資料を作成するとともに、打ち合わせに参加すること。

４．４．５関係機関協議支援

本業務の遂行にあたっては、下記の関係機関協議への参加及び必要資料の作成支援をおこなうものとする。
	会議体名
	概要・回数

	道路システム検討WG
	・システム開発を行うにあたり、本庁の各室課の職員で構成する担当者WGを実施する
・担当者WGは1ヶ月に1度以上実施するものとする。

	河川・砂防システム検討ＷＧ
	・システム開発を行うにあたり、本庁の各室課の職員で構成する担当者WGを実施する

・担当者WGは1ヶ月に1度以上実施するものとする。

	港湾・海岸システム検討ＷＧ
	・システム開発を行うにあたり、本庁の各室課の職員で構成する担当者WGを実施する

・担当者WGは1ヶ月に1度以上実施するものとする。

	公園システム検討ＷＧ
	・システム開発を行うにあたり、本庁の各室課の職員で構成する担当者WGを実施する

・担当者WGは1ヶ月に1度以上実施するものとする。

	設備システム検討ＷＧ
	・システム開発を行うにあたり、本庁の各室課の職員で構成する担当者WGを実施する

・担当者WGは1ヶ月に1度以上実施するものとする。

	市町村会議
	・市町村の意見を反映するために、維持管理PFの開催に合わせた市長村会議を実施する
・市町村会議は、維持管理PFの開催時期に合わせ3回/年程度実施する。


４．４．５定期報告

受託者は、開発の経過及び進捗等について、大阪府に対し定期的（月２回程度）に報告すること。（簡易な内容については、メール可とする。）
４．５データ移行要件

共有システム及び各サブシステムに初期データを実装する。

　対象データは、別紙「大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステムセットアップ対象データ一覧」を参照。

４．６教育要件
受託者は、運用するシステムに対し、以下の操作研修を実施するものとする。

システム操作研修時には、研修用のテキストを受託者側で用意すること。なお、操作説明会に必要な機材、会場は発注者において提供する。

４．６．１システム利用者研修
（1）操作説明会の実施

説明に必要な機材、資料及び講師の手配等はすべて受託者が準備すること。

●対象者大阪府職員

●説明内容 基本操作全般に関しての操作説明

●説明時間　半日×８回
●その他 説明会実施場所は、大阪府が準備する

（2）操作説明資料の作成

専用の操作説明資料を作成すること。

４．６．３システム利用者研修（市町村向け）
（1）操作説明会の実施

説明に必要な機材、資料及び講師の手配等はすべて受託者が準備すること。

●対象者 市町村職員
●説明内容 基本操作全般に関しての操作説明

●説明時間 半日×４回
●その他 説明会実施場所は、大阪府が準備する

（2）操作説明資料の作成

専用の操作説明資料を作成すること。

４．７運用保守要件

４．７．１基本要件

本システムのうち、共有システムの運用要件は以下のとおり。

	運用項目
	内容
	設定値

	サーバメンテナンス処理時間
	サーバメンテナンス作業開始から終了までの時間
	3時間以内

	コールセンター
	29年度からの仮運用時の質問対応等
	平日：8:30～18:00

（土・日・祝日及び12/29～1/3を除く）

	サービス窓口
	電話受付時間（電話による問合せ受付・回答）
	平日：8:30～18:00

（土・日・祝日及び12/29～1/3を除く）

	
	メール受付時間（メールによる問合せ受付・回答）
	24時間365日

	サービス停止事前通知
	メンテナンス等の一時的サービス停止時の事前通知
	原則2週間前に事前通知

	アクセスログ集計
	アクセスログを取得し、主題地図ごとに利用者を分けて集計したアクセス数（訪問数・ビュー数）を報告
	月毎に取りまとめを行い、1回/年の報告とする。

	業務報告
	稼動経過を取りまとめ報告書を作成・提出、報告内容は以下を想定
・稼働時間・稼働率、アクセス数
・利用者の傾向分析（アクセスログ集計結果より傾向分析）
・新規公開データ
・公開停止データについての整理
・サポートセンターへの問い合わせ履歴
・OS・ウイルス修正パッチの更新履歴
	月毎に取りまとめを行い、1回/年の報告とする。


４．７．２データセンターサービス要件
	番号
	サービスレベル
設定項目
	内容
	設定値

	1
	可用性
	稼動時間
	利用者向けサービスの提供時間。（但し、メンテナンス時間※除く）
	24時間365日

	2
	
	稼動率
	サービスの利用が可能な時間のうち、実際に利用可能な時間の割合
	99.9%以上

	3
	性能
	応答時間
	30Mbps程度の回線に接続された端末で、地図移動、拡大、縮小、地図上の情報切替え等の任意の操作から表示完了までの応答時間
（背景地図データ、主題図データ（10レイヤ程度）
：縮尺1/2,500表示を基準とする。）
	3秒以内

	4
	拡張性
	データ容量
	主題地図やレイヤの登録数に関する制限
	制限なし

	5
	信頼性
	死活監視
障害監視
	ハードウェアの死活監視・障害監視の間隔
	10分

	6
	
	H/W障害対応
	一次通知
	障害検知時から発生を通知するまでの時間
	30分以内

	7
	
	
	二次通知
	障害検知時から回復予定時刻を通知するまでの時間
	2時間以内

	8
	
	H/W障害復旧時間
	障害検知時から復旧までの時間
	48時間以内

	9
	
	記録（ログ等）
	利用状況、例外処理及びセキュリティ事象のログ保存期間
	3ヶ月

	10
	
	セキュリティパッチ管理
	パッチの更新間隔（ベンダーリリースからパッチ更新開始までの時間）
	原則1回/月（緊急時は、協議）

	11
	
	バックアップ
	バックアップ頻度と世代管理
	1日1回（5世代管理）

	12
	
	リカバリポイント
	復旧データのバージョン（障害発生から遡り、復旧するデータの時点）
	前日バックアップデータまで復旧

	13
	
	通信の暗号
レベル
	HTTPSによる通信路の保護
	有

	※メンテナンス時間は閉庁日とし、原則として開庁日のオンライン稼働中に計画停止はしない。


４．７．３その他重視する事項

(1) 本システムを運用するうえで必要な情報の提供に努め、助言を求められた場合は速やかに対応すること。

(2) 本システムを構成するソフトウェア及びハードウェア等は、本システムの稼働後最低限５年間は保守サービスを提供できること。

(3) 本システムの運用開始後、本業務の範囲外のシステム改修が発生した際の費用算定にあたっては、原則として、大阪府と協議のうえ定めた方法により算出した作業工数と大阪府が定めた技術者単価を用いることとする。なお、これに係る旅費交通費・宿泊費について、大阪府は一切負担しないものとする。
６納入関係

６．１納入成果物

(1) 受託者は、本システムの開発（操作説明会を含む）を完了し、本番機のシステムセットアップ（データ移行も含む）を平成３１年３月末までに終え、以下の日時までに成果物を納入すること。

平成３０年３月３１日

(2) 各種文書については、契約締結以降、構築段階に応じて適宜納入すること。

(3) 紙のサイズはＡ４を原則とする。図表については、Ａ４版横又はＡ３版（Ａ４版の大きさに折り込むこと）とすることも可とする。

(4) 電子媒体は、CD-ROM 等とする。文書データは、Microsoft Office2007 以降で扱える形式及びPDF で収録することとし、データ作成において特殊なツールを使用する場合は、当該ファイルを閲覧するためのツール１セット（使用権と導入用メディア）を併せて納入すること。

(1)業務報告書

(2)プロジェクト計画書

(3)プロジェクト管理報告書

(4)システム基本設計書（改訂版）

(5)システム詳細設計書

(6)共有システム

(7)長寿命化計画サブシステム

(8)現地調査サブシステム

(9)台帳データ作成支援サブシステム

(10)共有システムテスト及び環境設定作業計画書・報告書

(11)長寿命化計画サブシステム連携テスト計画書・報告書

(12)現地調査サブシステム連携テスト計画書・報告書

(13)台帳データ作成支援サブシステム連携テスト計画書・報告書

(14)共有システム利用者マニュアル

(15)共有システム管理者マニュアル

(16)共有システムオペレータマニュアル

(17)長寿命化計画サブシステム利用者マニュアル

(18)長寿命化計画サブシステム管理者マニュアル

(19)現地調査サブシステム利用者マニュアル

(20)現地調査サブシステム管理者マニュアル

(21)台帳データ作成支援サブシステム利用者マニュアル

(22)台帳データ作成支援サブシステム管理者マニュアル

(23)システム運用実証計画書・報告書

(24)その他業務にて収集した資料・データ

６．２検査方法

納入物は、大阪府の事前レビューによる承認を受けて納入すること。

上記検査の結果、合格しなかった場合は、再納入すること。

６．３納入条件

(1) 業務の実施にあたっては、大阪府と十分に協議・調整を行うとともに大阪府が必要と

認め、指示した事項については、その指示に従うこと。

(2) 受注者は、本仕様書に明示されていない事項で本業務の実施に必要と認められる作業

は、大阪府に報告のうえ、受注者の責任において実施すること。

(3) 業務の遂行中に既存の建物、施設、設備等に損傷を与えた場合は直ちに大阪府担当職

員に報告するとともに、受託者の責任において速やかに修復すること。

(4) 以下の日時までにシステム供用開始することを厳守すること。

道路・港湾分野：平成２９年３月３１日ＡＭ00：００、全分野：平成３１年３月３１日ＡＭ00：００
７その他

７．１知的財産権

(1) ソフトウェアについて、本業務で新たに開発されたもの（パッケージのカスタマイズ部分を含む）の著作権は原則大阪府に帰属することとする。また、著作者人格権については、これを行使しないこととし、再委託による開発があった場合についても同様とする。

(2) 本システムの稼働に必要なソフトウェアのライセンス（使用権）取得にかかる費用は、すべて本業務に含まれるものとする。（Windows Server に関するクライアントアクセスライセンス（ＣＡＬ）は除く）

(3) 本システムの稼働に必要なソフトウェアのライセンス（使用権）は、契約期間終了後、大阪府に帰属するものとする。

(4) 受託者は、すべてのライセンス契約について、大阪府に代わり必要な登録作業を行うこと。

(5) 各機器の保証書およびソフトウェアのライセンス契約書は、整理及びファイリングを行ったうえで大阪府へ提出すること。

(6) 大阪府が本システムを運用するにあたり、受託者は、受託者が保有する知的財産権に基づいて、大阪府に対して、自ら権利侵害であるとの主張をせず、また、再委託先に権利侵害の主張をさせないことを保証するものとする。

(7) 受託者は、特許権、著作権等の知的財産権の対象となっている第三者の技術等を使用するときは、その仕様に関する一切の責任を負うこととする。また、それに係わる費用についても受託者が負担すること。

７．２再委託

本業務の遂行にあたっての再委託については、契約書のとおりとする。

７．３情報の管理

本業務の遂行にあたっての情報管理については、次の点に留意すること。

・ 本業務に携わる者は、個人情報等の管理を適正かつ厳格に行うこと。

・ 本業務に携わる者は、事業の遂行を通じて知り得た情報を漏らしてはならないこと。

その職を退いた後も同様とすること。

・ 大阪府情報セキュリティポリシー及びその他の関係規程を遵守すること。
７．４本業務終了後の扱い

本業務の契約が終了した際（一部終了を含む）には、大阪府と協議のうえ、次に示す対応を行うこと。

(1) 新規システムへ再構築した場合、受託者は当該新規システムの構築事業者に対して、データ提供及び必要な支援作業を行い、業務及びシステムの円滑な移行に寄与すること。

ハードウェアを更改して本システムを継続利用する場合も同様とする。

７．５監査及び調査

(1) 本契約の適正な履行を確保するため必要と認められる場合は、大阪府を本システムの製造場所、その他必要な場所に派遣し監督を行うことができるものとする。

(2) 受託者は、大阪府の質問、調査及び資料の提出等の指示に応じ、かつ修正の要求があった時は、これに応じなければならない。

７．６その他

(1) 関連システムとの調整が必要な場合は、相互協力のうえ、柔軟に対応すること。

(2) 開発に必要となる機器、開発ツール、媒体、事務用品等の調達、場所の確保、交通費、宿泊費、通信費等については、受託者の負担とすること。
８別記仕様及び資料

大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステム機能要件一覧
大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステムセットアップ対象データ一覧
大阪府地域維持管理連携プラットフォーム支援業務委託　　業務報告書（抜粋）
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